
第４４号議案  

伊奈町教育委員会教育長の任命について  

次の者を伊奈町教育委員会教育長に任命することについて、同意を求め

る。  

住 所  ○○○○○○○○○○ 

氏 名  高 瀬  浩  

  

令和４年９月６日提出  

伊奈町長 大 島  清   

  

  

  

  

  

  

  

提 案 理 由  

伊奈町教育委員会教育長の高瀬浩氏は、令和４年９月３０日で任期満了

となるが、同氏を再任命することについて同意を得たいので、地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第１

項の規定により、この案を提出するものである。  



第４５号議案  

伊奈町教育委員会の委員の任命について  

次の者を伊奈町教育委員会の委員に任命することについて、同意を求め

る。  

住 所  ○○○○○○○○○○ 

氏 名  西 川  智 美  

  

令和４年９月６日提出 

                伊奈町長 大 島  清   

  

  

  

  

  

 

  

提 案 理 由  

伊奈町教育委員会の委員の田井文子氏の任期が令和４年９月３０日で満

了となるため、後任に西川智美氏を任命することについて同意を得たいの

で、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２

号）第４条第２項の規定により、この案を提出するものである。 

















第５４号議案 

   伊奈町議会議員及び伊奈町長の選挙における選挙運動用自動車の使

用等の公営に関する条例の一部を改正する条例  

 伊奈町議会議員及び伊奈町長の選挙における選挙運動用自動車の使用等

の公営に関する条例（令和２年条例第３６号）の一部を次のように改正す

る。 

 第４条第２号ア中「１５，８００円」を「１６，１００円」に改め、同

号イ中「７，５６０円」を「７，７００円」に改める。 

 第９条及び第１０条中「７円５１銭」を「７円７３銭」に改める。 

 第１３条中「５２５円６銭」を「５４１円３１銭」に、「３１０，５０

０円」を「３１６，２５０円」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後の伊奈町議会議員及び伊奈町長の選挙における

選挙運動用自動車の使用等の公営に関する条例の規定は、この条例の施

行の日以後その期日を告示される選挙について適用し、同日の前日まで

にその期日を告示された選挙については、なお従前の例による。 

 

  令和４年９月６日提出 

伊奈町長 大 島  清 

 

 

 

 

 

 

 

      提 案 理 由 

公職選挙法施行令（昭和２５年政令第８９号）が改正されたことに伴

い、選挙運動費用の公費負担の限度額を国の基準に合わせて改定したいの

で、この案を提出するものである。 
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第５４号議案 参考資料 

 

伊奈町議会議員及び伊奈町長の選挙における選挙運動用自動車の使用等の公営に関する条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

第１条から第３条まで 略 第１条から第３条まで 略 

（選挙運動用自動車の使用の公費の支払） （選挙運動用自動車の使用の公費の支払） 

第４条 町は、候補者（前条の規定による届出をした者に限る。）

が同条の契約に基づき当該契約の相手方である一般乗用旅客

自動車運送事業者その他の者（以下「一般乗用旅客自動車運

送事業者等」という。）に支払うべき金額のうち、次の各号

に掲げる区分に応じ当該各号に定める金額を、第２条ただし

書に規定する要件に該当する場合に限り、当該一般乗用旅客

自動車運送事業者等からの請求に基づき、当該一般乗用旅客

自動車運送事業者等に対し支払う。 

第４条 町は、候補者（前条の規定による届出をした者に限る。）

が同条の契約に基づき当該契約の相手方である一般乗用旅客

自動車運送事業者その他の者（以下「一般乗用旅客自動車運

送事業者等」という。）に支払うべき金額のうち、次の各号

に掲げる区分に応じ当該各号に定める金額を、第２条ただし

書に規定する要件に該当する場合に限り、当該一般乗用旅客

自動車運送事業者等からの請求に基づき、当該一般乗用旅客

自動車運送事業者等に対し支払う。 

（１） 当該契約が一般乗用旅客自動車運送事業者との運送

契約（以下「一般運送契約」という。）である場合 当該

選挙運動用自動車（同一の日において一般運送契約により

２台以上の選挙運動用自動車が使用される場合には、当該

候補者が指定するいずれか１台の選挙運動用自動車に限

る。）のそれぞれにつき、選挙運動用自動車として使用さ

れた各日についてその使用に対し支払うべき金額（当該金

額が６４，５００円を超える場合には、６４，５００円）

（１） 当該契約が一般乗用旅客自動車運送事業者との運送

契約（以下「一般運送契約」という。）である場合 当該

選挙運動用自動車（同一の日において一般運送契約により

２台以上の選挙運動用自動車が使用される場合には、当該

候補者が指定するいずれか１台の選挙運動用自動車に限

る。）のそれぞれにつき、選挙運動用自動車として使用さ

れた各日についてその使用に対し支払うべき金額（当該金

額が６４，５００円を超える場合には、６４，５００円）
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の合計金額 の合計金額 

（２） 当該契約が一般運送契約以外の契約である場合 次

に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定める金額 

（２） 当該契約が一般運送契約以外の契約である場合 次

に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定める金額 

ア 当該契約が選挙運動用自動車の借入れ契約（以下「自

動車借入れ契約」という。）である場合 当該選挙運動

用自動車（同一の日において自動車借入れ契約により２

台以上の選挙運動用自動車が使用される場合には、当該

候補者が指定するいずれか１台の選挙運動用自動車に限

る。）のそれぞれにつき、選挙運動用自動車として使用

された各日についてその使用に対し支払うべき金額（当

該金額が１５，８００円を超える場合には、１５，８０

０円）の合計金額 

ア 当該契約が選挙運動用自動車の借入れ契約（以下「自

動車借入れ契約」という。）である場合 当該選挙運動

用自動車（同一の日において自動車借入れ契約により２

台以上の選挙運動用自動車が使用される場合には、当該

候補者が指定するいずれか１台の選挙運動用自動車に限

る。）のそれぞれにつき、選挙運動用自動車として使用

された各日についてその使用に対し支払うべき金額（当

該金額が１６，１００円を超える場合には、１６，１０

０円）の合計金額 

イ 当該契約が選挙運動用自動車の燃料の供給に関する契

約である場合 当該契約に基づき当該選挙運動用自動車

に供給した燃料の代金（当該選挙運動用自動車（これに

代わり使用される他の選挙運動用自動車を含む。）が既

に前条の規定による届出に係る契約に基づき供給を受け

た燃料の代金と合算して、７，５６０円に当該候補者に

つき法第８６条の４第１項、第２項、第５項、第６項又

は第８項の規定による候補者の届出のあった日から当該

選挙の期日の前日（法第１００条第４項の規定により投

票を行わないこととなったときは、その理由が生じた日。

第６条において同じ。）までの日数から前号の契約が締

結されている日数を除いた日数を乗じて得た金額に達す

イ 当該契約が選挙運動用自動車の燃料の供給に関する契

約である場合 当該契約に基づき当該選挙運動用自動車

に供給した燃料の代金（当該選挙運動用自動車（これに

代わり使用される他の選挙運動用自動車を含む。）が既

に前条の規定による届出に係る契約に基づき供給を受け

た燃料の代金と合算して、７，７００円に当該候補者に

つき法第８６条の４第１項、第２項、第５項、第６項又

は第８項の規定による候補者の届出のあった日から当該

選挙の期日の前日（法第１００条第４項の規定により投

票を行わないこととなったときは、その理由が生じた日。

第６条において同じ。）までの日数から前号の契約が締

結されている日数を除いた日数を乗じて得た金額に達す
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るまでの部分の金額であることにつき、委員会が定める

ところにより、当該候補者からの申請に基づき、委員会

が確認したものに限る。） 

るまでの部分の金額であることにつき、委員会が定める

ところにより、当該候補者からの申請に基づき、委員会

が確認したものに限る。） 

ウ 当該契約が選挙運動用自動車の運転手の雇用に関する

契約である場合 当該選挙運動用自動車の運転手（同一

の日において２人以上の選挙運動用自動車の運転手が雇

用される場合には、当該候補者が指定するいずれか１人

の運転手に限る。）のそれぞれにつき、選挙運動用自動

車の運転業務に従事した各日についてその勤務に対し支

払うべき報酬の額（当該報酬の額が１２，５００円を超

える場合には、１２，５００円）の合計金額 

ウ 当該契約が選挙運動用自動車の運転手の雇用に関する

契約である場合 当該選挙運動用自動車の運転手（同一

の日において２人以上の選挙運動用自動車の運転手が雇

用される場合には、当該候補者が指定するいずれか１人

の運転手に限る。）のそれぞれにつき、選挙運動用自動

車の運転業務に従事した各日についてその勤務に対し支

払うべき報酬の額（当該報酬の額が１２，５００円を超

える場合には、１２，５００円）の合計金額 

第５条から第８条まで 略 第５条から第８条まで 略 

（選挙運動用ビラの作成の公費の支払） （選挙運動用ビラの作成の公費の支払） 

第９条 町は、候補者（前条の規定による届出をした者に限る。）

が同条の契約に基づき当該契約の相手方であるビラの作成を

業とする者に支払うべき金額のうち、当該契約に基づき作成

された選挙運動用ビラの１枚当たりの作成単価（当該作成単

価が７円５１銭を超える場合には、７円５１銭）に当該選挙

運動用ビラの作成枚数（当該候補者を通じて、選挙の区分に

応じ法第１４２条第１項第７号に定める枚数の範囲内のもの

であることにつき、委員会が定めるところにより、当該候補

者からの申請に基づき、委員会が確認したものに限る。）を

乗じて得た金額（１円未満の端数がある場合には、その端数

は、１円とする。）を、第７条後段において準用する第２条

第９条 町は、候補者（前条の規定による届出をした者に限る。）

が同条の契約に基づき当該契約の相手方であるビラの作成を

業とする者に支払うべき金額のうち、当該契約に基づき作成

された選挙運動用ビラの１枚当たりの作成単価（当該作成単

価が７円７３銭を超える場合には、７円７３銭）に当該選挙

運動用ビラの作成枚数（当該候補者を通じて、選挙の区分に

応じ法第１４２条第１項第７号に定める枚数の範囲内のもの

であることにつき、委員会が定めるところにより、当該候補

者からの申請に基づき、委員会が確認したものに限る。）を

乗じて得た金額（１円未満の端数がある場合には、その端数

は、１円とする。）を、第７条後段において準用する第２条
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ただし書に規定する要件に該当する場合に限り、当該ビラの

作成を業とする者からの請求に基づき、当該ビラの作成を業

とする者に対し支払う。 

ただし書に規定する要件に該当する場合に限り、当該ビラの

作成を業とする者からの請求に基づき、当該ビラの作成を業

とする者に対し支払う。 

（選挙運動用ビラの作成の公費負担の限度額） （選挙運動用ビラの作成の公費負担の限度額） 

第１０条 第７条の規定により選挙運動用ビラを作成する場合

の公費負担の限度額は、候補者１人について、７円５１銭に

選挙運動用ビラの作成枚数（当該作成枚数が、法第１４２条

第１項第７号に定める枚数を超える場合には、同号に定める

枚数）を乗じて得た金額（１円未満の端数がある場合には、

その端数は、１円とする。）とする。 

第１０条 第７条の規定により選挙運動用ビラを作成する場合

の公費負担の限度額は、候補者１人について、７円７３銭に

選挙運動用ビラの作成枚数（当該作成枚数が、法第１４２条

第１項第７号に定める枚数を超える場合には、同号に定める

枚数）を乗じて得た金額（１円未満の端数がある場合には、

その端数は、１円とする。）とする。 

第１１条及び第１２条 略 第１１条及び第１２条 略 

（選挙運動用ポスターの作成の公費の支払） （選挙運動用ポスターの作成の公費の支払） 

第１３条 町は、候補者（前条の規定による届出をした者に限

る。）が同条の契約に基づき当該契約の相手方であるポスタ

ーの作成を業とする者に支払うべき金額のうち、当該契約に

基づき作成された選挙運動用ポスターの１枚当たりの作成単

価（当該作成単価が、５２５円６銭 に当該選挙が行われる

区域におけるポスター掲示場の数を乗じて得た金額に３１

０，５００円を加えた金額を当該選挙が行われる区域におけ

るポスター掲示場の数で除して得た金額（１円未満の端数が

ある場合には、その端数は、１円とする。以下「単価の限度

額」という。）を超える場合には、当該単価の限度額）に当

該選挙運動用ポスターの作成枚数（当該候補者を通じて当該

選挙が行われる区域におけるポスター掲示場の数に１．２を

第１３条 町は、候補者（前条の規定による届出をした者に限

る。）が同条の契約に基づき当該契約の相手方であるポスタ

ーの作成を業とする者に支払うべき金額のうち、当該契約に

基づき作成された選挙運動用ポスターの１枚当たりの作成単

価（当該作成単価が、５４１円３１銭に当該選挙が行われる

区域におけるポスター掲示場の数を乗じて得た金額に３１

６，２５０円を加えた金額を当該選挙が行われる区域におけ

るポスター掲示場の数で除して得た金額（１円未満の端数が

ある場合には、その端数は、１円とする。以下「単価の限度

額」という。）を超える場合には、当該単価の限度額）に当

該選挙運動用ポスターの作成枚数（当該候補者を通じて当該

選挙が行われる区域におけるポスター掲示場の数に１．２を
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乗じて得た数（１枚未満の端数がある場合には、その端数は、

１枚とする。次条において同じ。）の範囲内のものであるこ

とにつき、委員会が定めるところにより、当該候補者からの

申請に基づき、委員会が確認したものに限る。）を乗じて得

た金額を、第１１条後段において準用する第２条ただし書に

規定する要件に該当する場合に限り、当該ポスターの作成を

業とする者からの請求に基づき、当該ポスターの作成を業と

する者に対し支払う。 

乗じて得た数（１枚未満の端数がある場合には、その端数は、

１枚とする。次条において同じ。）の範囲内のものであるこ

とにつき、委員会が定めるところにより、当該候補者からの

申請に基づき、委員会が確認したものに限る。）を乗じて得

た金額を、第１１条後段において準用する第２条ただし書に

規定する要件に該当する場合に限り、当該ポスターの作成を

業とする者からの請求に基づき、当該ポスターの作成を業と

する者に対し支払う。 

第１４条及び第１５条 略 第１４条及び第１５条 略 
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第５５号議案 

   伊奈町職員の育児休業等に関する条例及び伊奈町職員の勤務時間、

休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例 

 （伊奈町職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第１条 伊奈町職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第７号）の

一部を次のように改正する。 

第２条第３号中「次のいずれかに該当する非常勤職員」を「非常勤職

員であって、次のいずれかに該当するもの」に改め、同号ア（ア）中

「第２条の４」を「当該子の出生の日から第３条の２に規定する期間内

に育児休業をしようとする場合にあっては当該期間の末日から６月を経

過する日、第２条の４」に、「、２歳」を「当該子が２歳」に改め、同

号イを次のように改める。 

   イ 次のいずれかに該当する非常勤職員 

（ア） その養育する子が１歳に達する日（以下「１歳到達日」

という。）（当該子について当該非常勤職員が第２条の３第２

号に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の末日とされた

日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日と

された日。以下この（ア）において同じ。）において育児休業

をしている非常勤職員であって、同条第３号に掲げる場合に該

当して当該子の１歳到達日の翌日を育児休業の期間の初日とす

る育児休業をしようとするもの 

    （イ） その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業

をしている場合であって、当該任期を更新され、又は当該任期

の満了後引き続いて特定職に採用されることに伴い、当該育児

休業に係る子について、当該更新前の任期の末日の翌日又は当

該採用の日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようと

するもの 

  第２条第３号ウを削る。 

第２条の３第３号ア及びイ以外の部分を次のように改める。 

（３） １歳から１歳６箇月に達するまでの子を養育する非常勤職員

が、次に掲げる場合のいずれにも該当する場合（当該子についてこ

の号に掲げる場合に該当して育児休業をしている場合であって第３

条第７号に掲げる事情に該当するときはイ及びウに掲げる場合に該
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当する場合、町長が定める特別の事情がある場合にあってはウに掲

げる場合に該当する場合） 当該子の１歳６箇月到達日 

第２条の３第３号中イをウとし、同号ア中「非常勤職員がする」を

「非常勤職員が前号に掲げる場合に該当してする」に、「配偶者がす

る」を「配偶者が同号に掲げる場合又はこれに相当する場合に該当して

する」に改め、同号アを同号イとし、同号にアとして次のように加え

る。 

ア 当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員が前号

に掲げる場合に該当してする育児休業又は当該非常勤職員の配偶

者が同号に掲げる場合若しくはこれに相当する場合に該当してす

る地方等育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日

後である場合にあっては、当該末日とされた日（当該育児休業の

期間の末日とされた日と当該地方等育児休業の期間の末日とされ

た日が異なるときは、そのいずれかの日））の翌日（当該配偶者

がこの号に掲げる場合又はこれに相当する場合に該当して地方等

育児休業をする場合にあっては、当該地方等育児休業の期間の末

日とされた日の翌日以前の日）を育児休業の期間の初日とする育

児休業をしようとする場合 

第２条の３第３号に次のように加える。 

   エ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該

非常勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の

末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、

当該末日とされた日）後の期間においてこの号に掲げる場合に該

当して育児休業をしたことがない場合 

第２条の４各号列記以外の部分を次のように改める。 

育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１歳６箇月から２

歳に達するまでの子を養育する非常勤職員が、次の各号に掲げる場合

のいずれにも該当する場合（当該子についてこの条の規定に該当して

育児休業をしている場合であって次条第７号に掲げる事情に該当する

ときは第２号及び第３号に掲げる場合に該当する場合、町長が定める

特別の事情がある場合にあっては同号に掲げる場合に該当する場合）

とする。 

  第２条の４中第２号を第３号とし、第１号を第２号とし、同号の前に
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次の１号を加える。 

 （１） 当該非常勤職員が当該子の１歳６箇月到達日の翌日（当該非

常勤職員の配偶者がこの条の規定に該当し、又はこれに相当する場

合に該当して地方等育児休業をする場合にあっては、当該地方等育

児休業の期間の末日とされた日の翌日以前の日）を育児休業の期間

の初日とする育児休業をしようとする場合 

  第２条の４に次の１号を加える。 

  （４） 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６箇月到達

日後の期間においてこの条の規定に該当して育児休業をしたことが

ない場合 

  第２条の５を削る。 

第３条中第５号を削り、第６号を第５号とし、第７号を第６号とし、

同条第８号中「その任期」を「任期を定めて採用された職員であって、

当該任期」に、「非常勤職員」を「もの」に、「育児休業に係る子につ

いて、当該任期が」を「任期を」に、「に特定職に引き続き」を「引き

続いて特定職に」に、「当該任期の末日」を「当該育児休業に係る子に

ついて、当該更新前の任期の末日」に、「当該引き続き採用される」を

「当該採用の」に改め、同号を同条第７号とする。 

第３条の次に次の１条を加える。 

 （育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定める期間を基準と

して条例で定める期間） 

第３条の２ 育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定める期間

を基準として条例で定める期間は、５７日間とする。 

 第１０条第６号中「育児休業等計画書」を「育児短時間勤務計画書」

に改める。 

 （伊奈町職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部改正） 

第２条 伊奈町職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平成７年条

例第４号）の一部を次のように改正する。 

  第１４条第２項第１４号中「後８週間」を「以後１年」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 
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２ この条例の施行の日前に育児休業等計画書を提出した職員に対する第

１条の規定による改正前の伊奈町職員の育児休業等に関する条例第３条

（第５号に係る部分に限る。）及び第１０条（第６号に係る部分に限

る。）の規定の適用については、なお従前の例による。 

 

  令和４年９月６日提出 

伊奈町長 大 島  清 

 

 

 

 

 

 

 

      提 案 理 由 

人事院による公務員人事管理に関する報告等に鑑み、職員の妊娠・出

産・育児等と仕事の両立を支援するための措置を講じたいので、この案を

提出するものである。 
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第５５号議案 参考資料 

 

伊奈町職員の育児休業等に関する条例 新旧対照表（第１条関係） 

改正前 改正後 

第１条 略 第１条 略 

（育児休業をすることができない職員） （育児休業をすることができない職員） 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に

掲げる職員とする。 

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に

掲げる職員とする。 

（１） 育児休業法第６条第１項の規定により任期を定めて

採用された職員 

（１） 育児休業法第６条第１項の規定により任期を定めて

採用された職員 

（２） 伊奈町職員の定年等に関する条例（昭和５９年条例

第４号）第４条の規定により引き続いて勤務している職員 

（２） 伊奈町職員の定年等に関する条例（昭和５９年条例

第４号）第４条の規定により引き続いて勤務している職員 

（３） 次のいずれかに該当する非常勤職員       

以外の非常勤職員 

（３） 非常勤職員であって、次のいずれかに該当するもの

以外の非常勤職員 

ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 

（ア） その養育する子（育児休業法第２条第１項に規

定する子をいう。以下同じ。）が１歳６箇月に達する

日（以下「１歳６箇月到達日」という。）（第２条の

４                       

                        

             の規定に該当する場合に

（ア） その養育する子（育児休業法第２条第１項に規

定する子をいう。以下同じ。）が１歳６箇月に達する

日（以下「１歳６箇月到達日」という。）（当該子の

出生の日から第３条の２に規定する期間内に育児休業

をしようとする場合にあっては当該期間の末日から６

月を経過する日、第２条の４の規定に該当する場合に
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あっては、２歳   に達する日）までに、その任期

（任期が更新される場合にあっては、更新後のもの）

が満了すること及び引き続いて任命権者を同じくする

職（以下「特定職」という。）に採用されないことが

明らかでない非常勤職員 

あっては当該子が２歳に達する日）までに、その任期

（任期が更新される場合にあっては、更新後のもの）

が満了すること及び引き続いて任命権者を同じくする

職（以下「特定職」という。）に採用されないことが

明らかでない非常勤職員 

（イ） 勤務日の日数を考慮して町規則で定める非常勤

職員 

（イ） 勤務日の日数を考慮して町規則で定める非常勤

職員 

イ 第２条の３第３号に掲げる場合に該当する非常勤職員

（その養育する子が１歳に達する日（以下この号及び同

条において「１歳到達日」という。）（当該子について

当該非常勤職員がする育児休業の期間の末日とされた日

が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末

日とされた日）において育児休業をしている非常勤職員

に限る。） 

イ 次のいずれかに該当する非常勤職員 

   （ア） その養育する子が１歳に達する日（以下「１歳

到達日」という。）（当該子について当該非常勤職員

が第２条の３第２号に掲げる場合に該当してする育児

休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後

である場合にあっては、当該末日とされた日。以下こ

の（ア）において同じ。）において育児休業をしてい

る非常勤職員であって、同条第３号に掲げる場合に該

当して当該子の１歳到達日の翌日を育児休業の期間の

初日とする育児休業をしようとするもの 

   （イ） その任期の末日を育児休業の期間の末日とする

育児休業をしている場合であって、当該任期を更新さ

れ、又は当該任期の満了後引き続いて特定職に採用さ

れることに伴い、当該育児休業に係る子について、当

該更新前の任期の末日の翌日又は当該採用の日を育児

休業の期間の初日とする育児休業をしようとするもの 

ウ その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休  
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業をしている非常勤職員であって、当該育児休業に係る

子について、当該任期が更新され、又は当該任期の満了

後に特定職に引き続き採用されることに伴い、当該任期

の末日の翌日又は当該引き続き採用される日を育児休業

の期間の初日とする育児休業をしようとするもの 

第２条の２ 略 第２条の２ 略 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める日） （育児休業法第２条第１項の条例で定める日） 

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例で定める日は、次

の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める日とす

る。 

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例で定める日は、次

の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める日とす

る。 

（１） 次号及び第３号に掲げる場合以外の場合 非常勤職

員の養育する子の１歳到達日 

（１） 次号及び第３号に掲げる場合以外の場合 非常勤職

員の養育する子の１歳到達日 

（２） 非常勤職員の配偶者（届出をしないが事実上婚姻関

係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）が当該非常

勤職員の養育する子の１歳到達日以前のいずれかの日にお

いて当該子を養育するために育児休業法その他の法律の規

定による育児休業（以下この条及び次条において「地方等

育児休業」という。）をしている場合において当該非常勤

職員が当該子について育児休業をしようとする場合（当該

育児休業の期間の初日とされた日が当該子の１歳到達日の

翌日後である場合又は当該地方等育児休業の期間の初日前

である場合を除く。） 当該子が１歳２箇月に達する日（当

該日が当該育児休業の期間の初日とされた日から起算して

育児休業等可能日数（当該子の出生の日から当該子の１歳

（２） 非常勤職員の配偶者（届出をしないが事実上婚姻関

係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）が当該非常

勤職員の養育する子の１歳到達日以前のいずれかの日にお

いて当該子を養育するために育児休業法その他の法律の規

定による育児休業（以下この条及び次条において「地方等

育児休業」という。）をしている場合において当該非常勤

職員が当該子について育児休業をしようとする場合（当該

育児休業の期間の初日とされた日が当該子の１歳到達日の

翌日後である場合又は当該地方等育児休業の期間の初日前

である場合を除く。） 当該子が１歳２箇月に達する日（当

該日が当該育児休業の期間の初日とされた日から起算して

育児休業等可能日数（当該子の出生の日から当該子の１歳
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到達日までの日数をいう。）から育児休業等取得日数（当

該子の出生の日以後当該非常勤職員が労働基準法（昭和２

２年法律第４９号）第６５条第１項及び第２項の規定によ

り勤務しなかった日数と当該子について育児休業をした日

数を合算した日数をいう。）を差し引いた日数を経過する

日より後の日であるときは、当該経過する日） 

到達日までの日数をいう。）から育児休業等取得日数（当

該子の出生の日以後当該非常勤職員が労働基準法（昭和２

２年法律第４９号）第６５条第１項及び第２項の規定によ

り勤務しなかった日数と当該子について育児休業をした日

数を合算した日数をいう。）を差し引いた日数を経過する

日より後の日であるときは、当該経過する日） 

（３） １歳から１歳６箇月に達するまでの子を養育するた

め、非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該子を養育する

非常勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休業又

は当該非常勤職員の配偶者が同号に掲げる場合若しくはこ

れに相当する場合に該当してする地方等育児休業の期間の

末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっ

ては、当該末日とされた日（当該育児休業の期間の末日と

された日と当該地方等育児休業の期間の末日とされた日が

異なるときは、そのいずれかの日））の翌日（当該子の１

歳到達日後の期間においてこの号に掲げる場合に該当して

その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業を

している非常勤職員であって、当該任期が更新され、又は

当該任期の満了後に特定職に引き続き採用されるものにあ

っては、当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採用され

る日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようと

する場合であって、次に掲げる場合のいずれにも該当する

とき 当該子の１歳６箇月到達日 

（３） １歳から１歳６箇月に達するまでの子を養育する非

常勤職員が、次に掲げる場合のいずれにも該当する場合（当

該子についてこの号に掲げる場合に該当して育児休業をし

ている場合であって第３条第７号に掲げる事情に該当する

ときはイ及びウに掲げる場合に該当する場合、町長が定め

る特別の事情がある場合にあってはウに掲げる場合に該当

する場合） 当該子の１歳６箇月到達日 

 ア 当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職
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ア 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達

日（当該非常勤職員がする             

育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日

後である場合にあっては、当該末日とされた日）におい

て育児休業をしている場合又は当該非常勤職員の配偶者

が当該子の１歳到達日（当該配偶者がする      

                  地方等育児休業

の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である

場合にあっては、当該末日とされた日）において地方等

育児休業をしている場合 

員が前号に掲げる場合に該当してする育児休業又は当該

非常勤職員の配偶者が同号に掲げる場合若しくはこれに

相当する場合に該当してする地方等育児休業の期間の末

日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっ

ては、当該末日とされた日（当該育児休業の期間の末日

とされた日と当該地方等育児休業の期間の末日とされた

日が異なるときは、そのいずれかの日））の翌日（当該

配偶者がこの号に掲げる場合又はこれに相当する場合に

該当して地方等育児休業をする場合にあっては、当該地

方等育児休業の期間の末日とされた日の翌日以前の日）

を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする

場合 

イ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達

日（当該非常勤職員が前号に掲げる場合に該当してする

育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日

後である場合にあっては、当該末日とされた日）におい

て育児休業をしている場合又は当該非常勤職員の配偶者

が当該子の１歳到達日（当該配偶者が同号に掲げる場合

又はこれに相当する場合に該当してする地方等育児休業

の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である

場合にあっては、当該末日とされた日）において地方等

育児休業をしている場合 

イ 当該子の１歳到達日後の期間について育児休業をする

ことが継続的な勤務のために特に必要と認められる場合

ウ 当該子の１歳到達日後の期間について育児休業をする

ことが継続的な勤務のために特に必要と認められる場合



６ 

 

として町規則で定める場合に該当する場合 

 

 

 

 

 

 

として町規則で定める場合に該当する場合 

エ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達

日（当該非常勤職員が前号に掲げる場合に該当してする

育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日

後である場合にあっては、当該末日とされた日）後の期

間においてこの号に掲げる場合に該当して育児休業をし

たことがない場合 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める場合） （育児休業法第２条第１項の条例で定める場合） 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、

１歳６箇月から２歳に達するまでの子を養育するため、非常

勤職員が当該子の１歳６箇月到達日の翌日（当該子の１歳６

箇月到達日後の期間においてこの条の規定に該当してその任

期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている

非常勤職員であって、当該任期が更新され、又は当該任期の

満了後に特定職に引き続き採用されるものにあっては、当該

任期の末日の翌日又は当該引き続き採用される日）を育児休

業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合であっ

て、次の各号のいずれにも該当するときとする。 

 

 

 

 

 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、

１歳６箇月から２歳に達するまでの子を養育する非常勤職員

が、次の各号に掲げる場合のいずれにも該当する場合（当該

子についてこの条の規定に該当して育児休業をしている場合

であって次条第７号に掲げる事情に該当するときは第２号及

び第３号に掲げる場合に該当する場合、町長が定める特別の

事情がある場合にあっては同号に掲げる場合に該当する場

合）とする。 

 

 

（１） 当該非常勤職員が当該子の１歳６箇月到達日の翌日

（当該非常勤職員の配偶者がこの条の規定に該当し、又は

これに相当する場合に該当して地方等育児休業をする場合

にあっては、当該地方等育児休業の期間の末日とされた日

の翌日以前の日）を育児休業の期間の初日とする育児休業

をしようとする場合 



７ 

（１） 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６

箇月到達日において育児休業をしている場合又は当該非常

勤職員の配偶者が当該子の１歳６箇月到達日において地方

等育児休業をしている場合 

（２） 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６

箇月到達日において育児休業をしている場合又は当該非常

勤職員の配偶者が当該子の１歳６箇月到達日において地方

等育児休業をしている場合 

（２） 当該子の１歳６箇月到達日後の期間について育児休

業をすることが継続的な勤務のために特に必要と認められ

る場合として町規則で定める場合に該当する場合 

 

 

 

（３） 当該子の１歳６箇月到達日後の期間について育児休

業をすることが継続的な勤務のために特に必要と認められ

る場合として町規則で定める場合に該当する場合 

（４） 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６

箇月到達日後の期間においてこの条の規定に該当して育児

休業をしたことがない場合 

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める期間）  

第２条の５ 育児休業法第２条第１項ただし書の人事院規則で

定める期間を基準として条例で定める期間は、５７日間とす

る。 

 

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事

情） 

（育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事

情） 

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別

の事情は、次に掲げる事情とする。 

第３条 育児休業法第２条第１項ただし書の条例で定める特別

の事情は、次に掲げる事情とする。 

（１） 育児休業をしている職員が、産前の休業を始め、又

は出産したことにより、当該育児休業の承認が効力を失っ

た後、当該産前の休業又は出産に係る子が次に掲げる場合

に該当することとなったこと。 

（１） 育児休業をしている職員が、産前の休業を始め、又

は出産したことにより、当該育児休業の承認が効力を失っ

た後、当該産前の休業又は出産に係る子が次に掲げる場合

に該当することとなったこと。 

ア 死亡した場合 ア 死亡した場合 



８ 

 

イ 養子縁組等により職員と別居することとなった場合 イ 養子縁組等により職員と別居することとなった場合 

（２） 育児休業をしている職員が第５条に規定する理由に

該当したことにより当該育児休業の承認が取り消された

後、同条に規定する承認に係る子が次に掲げる場合に該当

することとなったこと。 

（２） 育児休業をしている職員が第５条に規定する理由に

該当したことにより当該育児休業の承認が取り消された

後、同条に規定する承認に係る子が次に掲げる場合に該当

することとなったこと。 

ア 前号ア又はイに掲げる場合 ア 前号ア又はイに掲げる場合 

イ 民法（明治２９年法律第８９号）第８１７条の２第１

項の規定による請求に係る家事審判事件が終了した場合

（特別養子縁組の成立の審判が確定した場合を除く。）

又は養子縁組が成立しないまま児童福祉法第２７条第１

項第３号の規定による措置が解除された場合 

イ 民法（明治２９年法律第８９号）第８１７条の２第１

項の規定による請求に係る家事審判事件が終了した場合

（特別養子縁組の成立の審判が確定した場合を除く。）

又は養子縁組が成立しないまま児童福祉法第２７条第１

項第３号の規定による措置が解除された場合 

（３） 育児休業をしている職員が休職又は停職の処分を受

けたことにより当該育児休業の承認が効力を失った後、当

該休職又は停職の期間が終了したこと。 

（３） 育児休業をしている職員が休職又は停職の処分を受

けたことにより当該育児休業の承認が効力を失った後、当

該休職又は停職の期間が終了したこと。 

（４） 育児休業をしている職員が当該職員の負傷、病気又

は身体上若しくは精神上の障害により当該育児休業に係る

子を養育することができない状態が相当期間にわたり継続

することが見込まれることにより当該育児休業の承認が取

り消された後、当該職員が当該子を養育することができる

状態に回復したこと。 

（４） 育児休業をしている職員が当該職員の負傷、病気又

は身体上若しくは精神上の障害により当該育児休業に係る

子を養育することができない状態が相当期間にわたり継続

することが見込まれることにより当該育児休業の承認が取

り消された後、当該職員が当該子を養育することができる

状態に回復したこと。 

（５） 育児休業（この号の規定に該当したことにより当該

育児休業に係る子について既にしたものを除く。）の終了

後、３月以上の期間を経過したこと（当該育児休業をした

職員が、当該育児休業の承認の請求の際育児休業により当

 



９ 

該子を養育するための計画について育児休業等計画書によ

り任命権者に申し出た場合に限る。）。 

（６） 配偶者が負傷又は病気により入院したこと、配偶者

と別居したこと、育児休業に係る子について児童福祉法第

３９条第１項に規定する保育所、就学前の子どもに関する

教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１

８年法律第７７号）第２条第６項に規定する認定こども園

又は児童福祉法第２４条第２項に規定する家庭的保育事業

等（以下「保育所等」という。）における保育の利用を希

望し、申込みを行っているが、当面その実施が行われない

ことその他の育児休業の終了時に予測することができなか

った事実が生じたことにより当該育児休業に係る子につい

て育児休業をしなければその養育に著しい支障が生じるこ

ととなったこと。 

（５） 配偶者が負傷又は病気により入院したこと、配偶者

と別居したこと、育児休業に係る子について児童福祉法第

３９条第１項に規定する保育所、就学前の子どもに関する

教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１

８年法律第７７号）第２条第６項に規定する認定こども園

又は児童福祉法第２４条第２項に規定する家庭的保育事業

等（以下「保育所等」という。）における保育の利用を希

望し、申込みを行っているが、当面その実施が行われない

ことその他の育児休業の終了時に予測することができなか

った事実が生じたことにより当該育児休業に係る子につい

て育児休業をしなければその養育に著しい支障が生じるこ

ととなったこと。 

（７） 第２条の３第３号に掲げる場合に該当すること又は

第２条の４の規定に該当すること。 

（６） 第２条の３第３号に掲げる場合に該当すること又は

第２条の４の規定に該当すること。 

（８） その任期                  の

末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非

常勤職員が、当該育児休業に係る子について、当該任期が

更新され、又は当該任期の満了後に特定職に引き続き採用

されることに伴い、当該任期の末日          

         の翌日又は当該引き続き採用される日

を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとするこ

と。 

（７） 任期を定めて採用された職員であって、当該任期の

末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしているも

の   が、当該任期を               

更新され、又は当該任期の満了後引き続いて特定職に採用

されることに伴い、当該育児休業に係る子について、当該

更新前の任期の末日の翌日又は当該採用の      日

を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとするこ

と。 



１０ 

 

 

 

 

 

第４条から第９条まで 略 

 （育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定める期間

を基準として条例で定める期間） 

第３条の２ 育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定

める期間を基準として条例で定める期間は、５７日間とする。 

第４条から第９条まで 略 

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して１年を経過

しない場合に育児短時間勤務をすることができる特別の事

情） 

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して１年を経過

しない場合に育児短時間勤務をすることができる特別の事

情） 

第１０条 育児休業法第１０条第１項ただし書の条例で定める

特別の事情は、次に掲げる事情とする。 

第１０条 育児休業法第１０条第１項ただし書の条例で定める

特別の事情は、次に掲げる事情とする。 

（１） 育児短時間勤務（育児休業法第１０条第１項に規定

する育児短時間勤務をいう。以下同じ。）をしている職員

が、産前の休業を始め、又は出産したことにより、当該育

児短時間勤務の承認が効力を失った後、当該産前の休業又

は出産に係る子が第３条第１号ア又はイに掲げる場合に該

当することとなったこと。 

（１） 育児短時間勤務（育児休業法第１０条第１項に規定

する育児短時間勤務をいう。以下同じ。）をしている職員

が、産前の休業を始め、又は出産したことにより、当該育

児短時間勤務の承認が効力を失った後、当該産前の休業又

は出産に係る子が第３条第１号ア又はイに掲げる場合に該

当することとなったこと。 

（２） 育児短時間勤務をしている職員が、第１３条第１号

に掲げる理由に該当したことにより当該育児短時間勤務の

承認が取り消された後、同号に規定する承認に係る子が第

３条第２号ア又はイに掲げる場合に該当することとなった

こと。 

（２） 育児短時間勤務をしている職員が、第１３条第１号

に掲げる理由に該当したことにより当該育児短時間勤務の

承認が取り消された後、同号に規定する承認に係る子が第

３条第２号ア又はイに掲げる場合に該当することとなった

こと。 

（３） 育児短時間勤務をしている職員が休職又は停職の処

分を受けたことにより、当該育児短時間勤務の承認が効力

を失った後、当該休職又は停職の期間が終了したこと。 

（３） 育児短時間勤務をしている職員が休職又は停職の処

分を受けたことにより、当該育児短時間勤務の承認が効力

を失った後、当該休職又は停職の期間が終了したこと。 



１１ 

（４） 育児短時間勤務をしている職員が当該職員の負傷、

病気又は身体上若しくは精神上の障害により当該育児短時

間勤務に係る子を養育することができない状態が相当期間

にわたり継続することが見込まれることにより当該育児短

時間勤務の承認が取り消された後、当該職員が当該子を養

育することができる状態に回復したこと。 

（４） 育児短時間勤務をしている職員が当該職員の負傷、

病気又は身体上若しくは精神上の障害により当該育児短時

間勤務に係る子を養育することができない状態が相当期間

にわたり継続することが見込まれることにより当該育児短

時間勤務の承認が取り消された後、当該職員が当該子を養

育することができる状態に回復したこと。 

（５） 育児短時間勤務の承認が、第１３条第２号に掲げる

理由に該当したことにより取り消されたこと。 

（５） 育児短時間勤務の承認が、第１３条第２号に掲げる

理由に該当したことにより取り消されたこと。 

（６） 育児短時間勤務（この号の規定に該当したことによ

り当該育児短時間勤務に係る子について既にしたものを除

く。）の終了後、３月以上の期間を経過したこと（当該育

児短時間勤務をした職員が、当該育児短時間勤務の承認の

請求の際育児短時間勤務により当該子を養育するための計

画について育児休業等計画書  により任命権者に申し出

た場合に限る。）。 

（６） 育児短時間勤務（この号の規定に該当したことによ

り当該育児短時間勤務に係る子について既にしたものを除

く。）の終了後、３月以上の期間を経過したこと（当該育

児短時間勤務をした職員が、当該育児短時間勤務の承認の

請求の際育児短時間勤務により当該子を養育するための計

画について育児短時間勤務計画書により任命権者に申し出

た場合に限る。）。 

（７） 配偶者が負傷又は病気により入院したこと、配偶者

と別居したこと、育児短時間勤務に係る子について保育所

等における保育の利用を希望し、申込みを行っているが、

当面その実施が行われないことその他の育児短時間勤務の

終了時に予測することができなかった事実が生じたことに

より当該育児短時間勤務に係る子について育児短時間勤務

をしなければその養育に著しい支障が生じることとなった

こと。 

（７） 配偶者が負傷又は病気により入院したこと、配偶者

と別居したこと、育児短時間勤務に係る子について保育所

等における保育の利用を希望し、申込みを行っているが、

当面その実施が行われないことその他の育児短時間勤務の

終了時に予測することができなかった事実が生じたことに

より当該育児短時間勤務に係る子について育児短時間勤務

をしなければその養育に著しい支障が生じることとなった

こと。 

第１１条から第２６条まで 略 第１１条から第２６条まで 略 



１２ 

 

伊奈町職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例 新旧対照表（第２条関係） 

改正前 改正後 

第１条から第１３条まで 略 第１条から第１３条まで 略 

（特別休暇） （特別休暇） 

第１４条 特別休暇は、特別の理由により職員が勤務しないこ

とが相当である場合における休暇とする。 

第１４条 特別休暇は、特別の理由により職員が勤務しないこ

とが相当である場合における休暇とする。 

２ 職員は、次の各号に掲げる場合に、それぞれの場合につい

て定める期間、特別休暇を受けることができる。 

２ 職員は、次の各号に掲げる場合に、それぞれの場合につい

て定める期間、特別休暇を受けることができる。 

（１） 選挙権その他公民としての権利を行使する場合 そ

の都度必要と認められる期間 

（１） 選挙権その他公民としての権利を行使する場合 そ

の都度必要と認められる期間 

（２） 裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判

所、地方公共団体の議会その他公署へ出頭する場合 その

都度必要と認められる期間 

（２） 裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判

所、地方公共団体の議会その他公署へ出頭する場合 その

都度必要と認められる期間 

（３） 出産の場合 出産予定日６週間（多胎妊娠の場合に

あっては、１４週間）前から産後８週間を経過するまでの

期間 

（３） 出産の場合 出産予定日６週間（多胎妊娠の場合に

あっては、１４週間）前から産後８週間を経過するまでの

期間 

（４） 妊娠中又は出産後１年以内の職員が妊娠又は出産に

関し母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第１０条に

規定する保健指導又は同法第１３条に規定する健康診査を

受ける場合 妊娠６月（１月は２８日として計算する。以

下この号において同じ。）までは４週間に１回、妊娠７月

から９月までは２週間に１回、妊娠１０月から出産までは

（４） 妊娠中又は出産後１年以内の職員が妊娠又は出産に

関し母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）第１０条に

規定する保健指導又は同法第１３条に規定する健康診査を

受ける場合 妊娠６月（１月は２８日として計算する。以

下この号において同じ。）までは４週間に１回、妊娠７月

から９月までは２週間に１回、妊娠１０月から出産までは
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１週間に１回、産後１年まではその間に１回（医師等の特

別の指示があった場合には、いずれの期間においても、そ

の指示された回数）とし、１回につき１日の範囲内でその

都度必要と認められる時間 

１週間に１回、産後１年まではその間に１回（医師等の特

別の指示があった場合には、いずれの期間においても、そ

の指示された回数）とし、１回につき１日の範囲内でその

都度必要と認められる時間 

（５） 妊娠中の女子職員が通勤に利用する交通機関の混雑

の程度が母体又は胎児の健康保持に影響があると認められ

る場合 正規の勤務時間の始め又は終わりにおいて、１日

を通じて１時間を超えない範囲内でそれぞれ必要と認めら

れる期間 

（５） 妊娠中の女子職員が通勤に利用する交通機関の混雑

の程度が母体又は胎児の健康保持に影響があると認められ

る場合 正規の勤務時間の始め又は終わりにおいて、１日

を通じて１時間を超えない範囲内でそれぞれ必要と認めら

れる期間 

（６） 生後１年に達しない子を育てる場合 １日２回それ

ぞれ３０分間（男子職員にあっては、その子の当該職員以

外の親（当該子について民法第８１７条の２第１項の規定

により特別養子縁組の成立について家庭裁判所に請求した

者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属している

場合に限る。）であって、当該子を現に監護するもの又は

児童福祉法第２７条第１項第３号の規定により当該子を委

託されている同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里

親若しくは同条第１号に規定する養育里親（当該子の親そ

の他同法第２７条第４項に規定する者の意に反するため、

同項の規定により、養子縁組里親として当該子を委託する

ことができないものに限る。）を含む。）が当該職員がこ

の号の休暇を使用しようとする日におけるこの号の休暇

（これに相当する休暇を含む。）を承認され、又は労働基

準法（昭和２２年法律第４９号）第６７条の規定により同

（６） 生後１年に達しない子を育てる場合 １日２回それ

ぞれ３０分間（男子職員にあっては、その子の当該職員以

外の親（当該子について民法第８１７条の２第１項の規定

により特別養子縁組の成立について家庭裁判所に請求した

者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属している

場合に限る。）であって、当該子を現に監護するもの又は

児童福祉法第２７条第１項第３号の規定により当該子を委

託されている同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里

親若しくは同条第１号に規定する養育里親（当該子の親そ

の他同法第２７条第４項に規定する者の意に反するため、

同項の規定により、養子縁組里親として当該子を委託する

ことができないものに限る。）を含む。）が当該職員がこ

の号の休暇を使用しようとする日におけるこの号の休暇

（これに相当する休暇を含む。）を承認され、又は労働基

準法（昭和２２年法律第４９号）第６７条の規定により同
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日における育児時間を請求した場合は、１日２回それぞれ

３０分から当該承認又は請求に係る各回ごとの期間を差し

引いた期間を超えない期間） 

日における育児時間を請求した場合は、１日２回それぞれ

３０分から当該承認又は請求に係る各回ごとの期間を差し

引いた期間を超えない期間） 

（７） 生理日における勤務が著しく困難な場合 ３日の範

囲内においてその都度必要と認められる期間 

（７） 生理日における勤務が著しく困難な場合 ３日の範

囲内においてその都度必要と認められる期間 

（８） 忌引の場合 別表に定める期間 （８） 忌引の場合 別表に定める期間 

（９） 配偶者及び父母の祭日の場合 それぞれ１日。ただ

し、遠隔の地に赴く必要のある場合は、往復に要する実日

数を加算した日数 

（９） 配偶者及び父母の祭日の場合 それぞれ１日。ただ

し、遠隔の地に赴く必要のある場合は、往復に要する実日

数を加算した日数 

（１０） 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律（平成１０年法律第１１４号）による交通の制限

若しくは遮断又は健康診断の場合 その都度必要と認めら

れる期間 

（１０） 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律（平成１０年法律第１１４号）による交通の制限

若しくは遮断又は健康診断の場合 その都度必要と認めら

れる期間 

（１１） 地震、水害、火災その他の災害により次のいずれ

かに該当する場合その他これらに準ずる場合で、職員が勤

務しないことが相当であると認められるとき １週間の範

囲内においてその都度必要と認められる期間 

（１１） 地震、水害、火災その他の災害により次のいずれ

かに該当する場合その他これらに準ずる場合で、職員が勤

務しないことが相当であると認められるとき １週間の範

囲内においてその都度必要と認められる期間 

ア 職員の現住居が滅失し、又は損壊した場合で、当該職

員がその復旧作業等を行い、又は一時的に避難している

とき。 

ア 職員の現住居が滅失し、又は損壊した場合で、当該職

員がその復旧作業等を行い、又は一時的に避難している

とき。 

イ 職員及び当該職員と同一の世帯に属する者の生活に必

要な水、食料等が著しく不足している場合で、当該職員

以外にはそれらの確保を行うことができないとき。 

イ 職員及び当該職員と同一の世帯に属する者の生活に必

要な水、食料等が著しく不足している場合で、当該職員

以外にはそれらの確保を行うことができないとき。 
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（１２） 結婚の場合 ５日の範囲内において必要と認めら

れる期間 

（１２） 結婚の場合 ５日の範囲内において必要と認めら

れる期間 

（１３） 職員が妻（届出をしないが事実上婚姻関係と同様

の事情にある者を含む。次号において同じ。）の出産に伴

い勤務しないことが相当であると認められる場合 ２日の

範囲内においてその都度必要と認められる期間 

（１３） 職員が妻（届出をしないが事実上婚姻関係と同様

の事情にある者を含む。次号において同じ。）の出産に伴

い勤務しないことが相当であると認められる場合 ２日の

範囲内においてその都度必要と認められる期間 

（１４） 職員の妻が出産する場合であってその出産予定日

の６週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４週間）前の日

から当該出産の日後８週間を経過する日までの期間にある

場合において、当該出産に係る子又は小学校就学の始期に

達するまでの子（妻の子を含む。）を養育する職員が、こ

れらの子の養育のため勤務しないことが相当であると認め

られるとき 当該期間内における５日の範囲内の期間 

（１４） 職員の妻が出産する場合であってその出産予定日

の６週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４週間）前の日

から当該出産の日以後１年を経過する日までの期間にある

場合において、当該出産に係る子又は小学校就学の始期に

達するまでの子（妻の子を含む。）を養育する職員が、こ

れらの子の養育のため勤務しないことが相当であると認め

られるとき 当該期間内における５日の範囲内の期間 

（１５） 小学校就学の始期に達するまでの子（配偶者の子

を含む。以下この号において同じ。）を養育する職員が、

その子の看護（負傷し、若しくは疾病にかかったその子の

世話又は疾病の予防を図るために必要なものとして町規則

で定めるその子の世話を行うことをいう。）のため勤務し

ないことが相当であると認められる場合 １の年において

５日（その養育する小学校就学の始期に達するまでの子が

２人以上の場合にあっては、１０日）の範囲内の期間 

（１５） 小学校就学の始期に達するまでの子（配偶者の子

を含む。以下この号において同じ。）を養育する職員が、

その子の看護（負傷し、若しくは疾病にかかったその子の

世話又は疾病の予防を図るために必要なものとして町規則

で定めるその子の世話を行うことをいう。）のため勤務し

ないことが相当であると認められる場合 １の年において

５日（その養育する小学校就学の始期に達するまでの子が

２人以上の場合にあっては、１０日）の範囲内の期間 

（１６） 第１５条第１項に規定する日常生活を営むのに支

障がある者（以下この号において「要介護者」という。）

の介護その他の町規則で定める世話を行う職員が、当該世

（１６） 第１５条第１項に規定する日常生活を営むのに支

障がある者（以下この号において「要介護者」という。）

の介護その他の町規則で定める世話を行う職員が、当該世
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話を行うため勤務しないことが相当であると認められる場

合 １の年において５日（要介護者が２人以上の場合にあ

っては、１０日）の範囲内の期間 

話を行うため勤務しないことが相当であると認められる場

合 １の年において５日（要介護者が２人以上の場合にあ

っては、１０日）の範囲内の期間 

（１７） 職員が夏季において心身の健康の維持及び増進又

は家庭生活の充実を図る場合 １の年の７月から９月まで

の期間内において６日（育児短時間勤務職員等、再任用短

時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員にあっては、その

者の勤務時間等を考慮し６日を超えない範囲内で町規則で

定める日数）の範囲内でその都度必要と認められる日数 

（１７） 職員が夏季において心身の健康の維持及び増進又

は家庭生活の充実を図る場合 １の年の７月から９月まで

の期間内において６日（育児短時間勤務職員等、再任用短

時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員にあっては、その

者の勤務時間等を考慮し６日を超えない範囲内で町規則で

定める日数）の範囲内でその都度必要と認められる日数 

（１８） 地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事

故等により出勤することが著しく困難な場合 その都度必

要と認められる期間 

（１８） 地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事

故等により出勤することが著しく困難な場合 その都度必

要と認められる期間 

（１９） 地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事

故等に際して、退勤途上における身体の危険を回避する場

合 その都度必要と認められる期間 

（１９） 地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事

故等に際して、退勤途上における身体の危険を回避する場

合 その都度必要と認められる期間 

（２０） 骨髄移植のための骨髄若しくは末梢血幹細胞移植

のための末梢血幹細胞の提供希望者としてその登録を実施

する者に対して登録の申出を行い、又は配偶者、父母、子

及び兄弟姉妹以外の者に、骨髄移植のため骨髄若しくは末

梢血幹細胞移植のため末梢血幹細胞を提供する場合で、当

該申出又は提供に伴い必要な検査、入院等をする場合 そ

の都度必要と認められる期間 

（２０） 骨髄移植のための骨髄若しくは末梢血幹細胞移植

のための末梢血幹細胞の提供希望者としてその登録を実施

する者に対して登録の申出を行い、又は配偶者、父母、子

及び兄弟姉妹以外の者に、骨髄移植のため骨髄若しくは末

梢血幹細胞移植のため末梢血幹細胞を提供する場合で、当

該申出又は提供に伴い必要な検査、入院等をする場合 そ

の都度必要と認められる期間 

（２１） 職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで次に掲げ

る社会に貢献する活動（専ら親族に対する支援となる活動

（２１） 職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで次に掲げ

る社会に貢献する活動（専ら親族に対する支援となる活動
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を除く。）を行う場合で、その勤務しないことが相当であ

ると認められるとき １の年において５日の範囲内で必要

と認められる期間 

を除く。）を行う場合で、その勤務しないことが相当であ

ると認められるとき １の年において５日の範囲内で必要

と認められる期間 

ア 地震、暴風雨、噴火等により相当規模の災害が発生し

た被災地又はその周辺の地域における生活関連物資の配

布その他の被災者を支援する活動 

ア 地震、暴風雨、噴火等により相当規模の災害が発生し

た被災地又はその周辺の地域における生活関連物資の配

布その他の被災者を支援する活動 

イ 障害者支援施設、特別養護老人ホームその他の主とし

て身体上若しくは精神上の障害がある者又は負傷し、若

しくは病気にかかった者に対して必要な措置を講ずるこ

とを目的とする施設であって、規則で定めるものにおけ

る活動 

イ 障害者支援施設、特別養護老人ホームその他の主とし

て身体上若しくは精神上の障害がある者又は負傷し、若

しくは病気にかかった者に対して必要な措置を講ずるこ

とを目的とする施設であって、規則で定めるものにおけ

る活動 

ウ ア及びイに掲げる活動のほか、身体上若しくは精神上

の障害、負傷又は病気により常態として日常生活を営む

のに支障がある者の介護その他の日常生活を支援する活

動 

ウ ア及びイに掲げる活動のほか、身体上若しくは精神上

の障害、負傷又は病気により常態として日常生活を営む

のに支障がある者の介護その他の日常生活を支援する活

動 

（２２） 職員が不妊治療に係る通院等のため勤務しないこ

とが相当であると認められる場合 １の年において５日

（当該通院等が体外受精その他町長が定める不妊治療に係

るものである場合にあっては、１０日）の範囲内の期間 

（２２） 職員が不妊治療に係る通院等のため勤務しないこ

とが相当であると認められる場合 １の年において５日

（当該通院等が体外受精その他町長が定める不妊治療に係

るものである場合にあっては、１０日）の範囲内の期間 

３ 前項第１３号から第１６号まで及び第２２号の休暇の単位

は、１日又は１時間とし、第１７号の休暇の単位は１日とす

る。ただし、休暇の残日数の全てを使用しようとする場合に

おいて、当該残日数に１時間未満の端数があるときは、当該

残日数の全てを使用することができる。 

３ 前項第１３号から第１６号まで及び第２２号の休暇の単位

は、１日又は１時間とし、第１７号の休暇の単位は１日とす

る。ただし、休暇の残日数の全てを使用しようとする場合に

おいて、当該残日数に１時間未満の端数があるときは、当該

残日数の全てを使用することができる。 



１８ 

 

４ １日を単位とする第２項第１３号から第１６号まで及び第

２２号の休暇は、１回の勤務に割り振られた勤務時間の全て

を勤務しないときに使用するものとする。 

４ １日を単位とする第２項第１３号から第１６号まで及び第

２２号の休暇は、１回の勤務に割り振られた勤務時間の全て

を勤務しないときに使用するものとする。 

５ １時間を単位として使用した第２項第１３号から第１６号

まで及び第２２号の休暇を日に換算する場合には、次の各号

に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に掲げる時間数をもっ

て１日とする。 

５ １時間を単位として使用した第２項第１３号から第１６号

まで及び第２２号の休暇を日に換算する場合には、次の各号

に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に掲げる時間数をもっ

て１日とする。 

（１） 次号及び第３号に掲げる職員以外の職員 ７時間４

５分 

（１） 次号及び第３号に掲げる職員以外の職員 ７時間４

５分 

（２） 斉一型短時間勤務職員（地方公務員法第２８条の５

第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員（以下「再

任用短時間勤務職員等」という。）及び育児短時間勤務職

員等のうち、１週間ごとの勤務日の日数及び勤務日ごとの

勤務時間の時間数が同一であるものをいう。） 勤務日ご

との勤務時間の時間数（７時間４５分を超える場合にあっ

ては、７時間４５分） 

（２） 斉一型短時間勤務職員（地方公務員法第２８条の５

第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員（以下「再

任用短時間勤務職員等」という。）及び育児短時間勤務職

員等のうち、１週間ごとの勤務日の日数及び勤務日ごとの

勤務時間の時間数が同一であるものをいう。） 勤務日ご

との勤務時間の時間数（７時間４５分を超える場合にあっ

ては、７時間４５分） 

（３） 不斉一型短時間勤務職員（再任用短時間勤務職員等

及び育児短時間勤務職員等のうち、斉一型短時間勤務職員

以外のものをいう。） ７時間４５分 

（３） 不斉一型短時間勤務職員（再任用短時間勤務職員等

及び育児短時間勤務職員等のうち、斉一型短時間勤務職員

以外のものをいう。） ７時間４５分 

第１５条から第１９条まで 略 第１５条から第１９条まで 略 

 

 



１ 

第５６号議案 

伊奈町税条例等の一部を改正する条例 

 （伊奈町税条例の一部改正） 

第１条 伊奈町税条例（昭和２９年条例第２０号）の一部を次のように改

正する。 

  第１８条の４第１項中「交付」の次に「（法第３８２条の４に規定す

る当該証明書に住所に代わる事項の記載をしたものの交付を含む。）」

を加える。 

  第３３条第４項を次のように改める。 

４ 前項の規定は、前年分の所得税に係る第３６条の３第１項に規定す

る確定申告書に特定配当等に係る所得の明細に関する事項その他施行

規則に定める事項の記載があるときは、当該特定配当等に係る所得の

金額については、適用しない。 

 第３３条第６項を次のように改める。 

６ 前項の規定は、前年分の所得税に係る第３６条の３第１項に規定す

る確定申告書に特定株式等譲渡所得金額に係る所得の明細に関する事

項その他施行規則に定める事項の記載があるときは、当該特定株式等

譲渡所得金額に係る所得の金額については、適用しない。 

  第３４条の９第１項中「特定配当等申告書」及び「特定株式等譲渡所

得金額申告書」を「確定申告書」に改め、同条第２項中「申告書に係る

年度分の個人の県民税」を「確定申告書に係る年の末日の属する年度の

翌年度分の個人の県民税」に改める。 

  第３６条の２第１項ただし書中「所得税法第２条第１項第３３号の４

に規定する源泉控除対象配偶者」を「所得割の納税義務者（前年の合計

所得金額が９００万円以下であるものに限る。）の法第３１４条の２第

１項第１０号の２に規定する自己と生計を一にする配偶者（前年の合計

所得金額が９５万円以下であるものに限る。）で控除対象配偶者に該当

しないもの」に改め、同条第２項中「第２条第４項ただし書」を「第２

条第３項ただし書」に改める。 

第３６条の３第２項中「附記された事項」を「付記された事項」に改

め、同条第３項中「附記し」を「付記し」に改める。 

第３６条の３の２の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告

書」に改め、同条第１項中第３号を第４号とし、第２号を第３号とし、



２ 

第１号の次に次の１号を加える。 

（２） 所得割の納税義務者（合計所得金額が１，０００万円以下で

あるものに限る。）の自己と生計を一にする配偶者（法第３１３条

第３項に規定する青色事業専従者に該当するもので同項に規定する

給与の支払を受けるもの及び同条第４項に規定する事業専従者に該

当するものを除き、合計所得金額が１３３万円以下であるものに限

る。次条第１項において同じ。）の氏名 

第３６条の３の３の見出し中「「扶養親族申告書」を「扶養親族等申

告書」に改め、同条第１項中「あって、」の次に「特定配偶者（所得割

の納税義務者（合計所得金額が９００万円以下であるものに限る。）の

自己と生計を一にする配偶者（退職手当等（第５３条の２に規定する退

職手当等に限る。以下この項において同じ。）に係る所得を有する者で

あって、合計所得金額が９５万円以下であるものに限る。）をいう。第

２号において同じ。）又は」を、「控除対象扶養親族」の次に「であっ

て退職手当等に係る所得を有しない者」を加え、同項中第３号を第４号

とし、第２号を第３号とし、第１号の次に次の１号を加える。 

（２） 特定配偶者の氏名 

第５３条の７中「施行規則第５号の８様式」の次に「又は施行規則第

２条第３項ただし書の規定により総務大臣が定めた様式」を加える。 

  第７３条の２中「閲覧の手数料」を「閲覧（法第３８２条の４に規定

する固定資産課税台帳に住所に代わる事項の記載をしたものの閲覧を含

む。）の手数料」に改める。 

  第７３条の３中「交付」の次に「（法第３８２条の４に規定する当該

証明書に住所に代わる事項の記載をしたものの交付を含む。）の」を加

える。 

  附則第７条の３の２第１項中「令和１５年度」を「令和２０年度」

に、「令和３年」を「令和７年」に改める。 

  附則第１６条の３第２項を次のように改める。 

 ２ 前項の規定のうち、租税特別措置法第８条の４第２項に規定する特

定上場株式等の配当等（以下この項において「特定上場株式等の配当

等」という。）に係る配当所得に係る部分は、町民税の所得割の納税

義務者が前年分の所得税について特定上場株式等の配当等に係る配当

所得につき同条第１項の規定の適用を受けた場合に限り適用する。 



３ 

  附則第１７条の２第３項中「、第３７条の８又は第３７条の９」を

「又は第３７条の８」に改める。 

  附則第２０条の２第４項を次のように改める。 

４ 前項後段の規定は、特例適用配当等に係る所得が生じた年分の所得

税に係る第３６条の３第１項に規定する確定申告書に前項後段の規定

の適用を受けようとする旨の記載があるときに限り、適用する。 

  附則第２０条の３第４項を次のように改める。 

４ 前項後段の規定は、条約適用配当等に係る所得が生じた年分の所得

税に係る第３６条の３第１項に規定する確定申告書に前項後段の規定

の適用を受けようとする旨の記載があるときに限り、適用する。 

  附則第２０条の３第６項中「年の翌年の４月１日の属する年度分の」

を「年分の所得税に係る」に、「条約適用配当等申告書にこの項」を

「確定申告書にこの項」に改め、「（条約適用配当等申告書にこれらの

記載がないことについてやむを得ない理由があると町長が認めるときを

含む。）」を削る。 

 附則第２６条を削る。 

 （伊奈町税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 伊奈町税条例の一部を改正する条例（令和３年条例第１７号）の

一部を次のように改正する。 

  第３６条の３の３第１項の改正規定中「控除対象扶養親族を除く」を

「年齢１６歳未満の者」を「扶養親族（」の次に「年齢１６歳未満の者

又は」を加え、「有しない者を除く」を「有する者」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日

から施行する。 

 （１） 第１条中伊奈町税条例第３６条の３の２の見出し及び同条第１

項並びに第３６条の３の３の見出し及び同条第１項の改正規定並びに

同条例附則第７条の３の２第１項及び第１７条の２第３項の改正規定

並びに同条例附則第２６条を削る改正規定並びに第２条の規定並びに

附則第３条第１項及び第２項の規定 令和５年１月１日 

 （２） 第１条中伊奈町税条例第３３条第４項及び第６項、第３４条の

９第１項及び第２項、第３６条の２第１項ただし書及び第２項、第３



４ 

６条の３第２項及び第３項並びに第５３条７の改正規定並びに同条例

附則第１６条の３第２項、第２０条の２第４項並びに第２０条の３第

４項及び第６項の改正規定並びに附則第３条第３項の規定 令和６年

１月１日 

 （３） 第１条中伊奈町税条例第１８条の４第１項の改正規定、同条例

第７３条の２の改正規定及び同条例第７３条の３の改正規定並びに次

条並びに附則第４条の規定 令和６年４月１日 

 （納税証明書に関する経過措置） 

第２条 前条第３号に掲げる規定による改正後の伊奈町税条例第１８条の

４第１項（地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３８２条の４に係

る部分に限る。）の規定は、同号に掲げる規定の施行の日以後にされる

同法第２０条の１０の規定による証明書の交付について適用する。 

 （町民税に関する経過措置） 

第３条 第１条の規定による改正後の伊奈町税条例（以下「新条例」とい

う。）第３６条の３の２第１項の規定は、附則第１条第１号に掲げる

規定の施行の日（以下この項及び次項において「１号施行日」とい

う。）以後に支払を受けるべき新条例第３６条の３の２第１項に規定

する給与について提出する同項及び同条第２項に規定する申告書につ

いて適用し、１号施行日前に支払を受けるべき第１条の規定による改

正前の伊奈町税条例（次項において「旧条例」という。）第３６条の

３の２第１項に規定する給与について提出した同項及び同条第２項に

規定する申告書については、なお、従前の例による。 

２ 新条例第３６条の３の３第１項の規定は、１号施行日以後に支払を受

けるべき所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２０３条の６第１項

に規定する公的年金等（同法第２０３条の７の規定の適用を受けるも

のを除く。以下この項において「公的年金等」という。）について提

出する新条例第３６条の３の３第１項に規定する申告書について適用

し、１号施行日前に支払を受けるべき公的年金等について提出した旧

条例第３６条の３の３第１項に規定する申告書については、なお従前

の例による。 

３ 附則第１条第２号に掲げる規定による改正後の伊奈町税条例の規定中

個人の町民税に関する部分は、令和６年度以後の年度分の個人の町民

税について適用し、令和５年度分までの個人の町民税については、な



５ 

お従前の例による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第４条 附則第１条第３号に掲げる規定による改正後の伊奈町税条例第７

３条の２第１項（地方税法第３８２条の４に係る部分に限る。）の規

定は、同号に掲げる規定の施行の日以後にされる同法第３８２条の２

の規定による固定資産税課税台帳（同条第１項ただし書の規定による

措置を講じたものを含む。）の閲覧について適用する。 

２ 附則第１条第３号に掲げる規定による改正後の伊奈町税条例第７３条

の３第１項（地方税法第３８２条の４に係る部分に限る。）の規定

は、同号に掲げる規定の施行の日以後にされる同法第３８２条の３の

規定による証明書（同条ただし書の規定による措置を講じたものを含

む。）の交付について適用する。 

 

  令和４年９月６日提出 

伊奈町長 大 島  清 

 

 

 

 

 

 

 

      提 案 理 由 

 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）等が改正されたことに伴い、本

条例を改正したいので、この案を提出するものである。 
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第５６号議案 参考資料 

 

伊奈町税条例 新旧対照表（第１条関係） 

改正前 改正後 

第１条から第１８条の３まで 略 第１条から第１８条の３まで 略 

（納税証明書の交付手数料） （納税証明書の交付手数料） 

第１８条の４ 法第２０条の１０に規定する納税証明書の交付 

                              

                  を請求する者は、手数 

料を納付しなければならない。 

第１８条の４ 法第２０条の１０に規定する納税証明書の交付

（法第３８２条の４に規定する当該証明書に住所に代わる事

項の記載をしたものの交付を含む。）を請求する者は、手数

料を納付しなければならない。 

２及び３ 略 ２及び３ 略 

第１９条から第３２条まで 略 第１９条から第３２条まで 略 

（所得割の課税標準） （所得割の課税標準） 

第３３条 略 第３３条 略 

２及び３ 略 ２及び３ 略 

４ 前項の規定は、特定配当等に係る所得が生じた年の翌年の

４月１日の属する年度分の特定配当等申告書（町民税の納税

通知書が送達される時までに提出された次に掲げる申告書を

いう。以下この項において同じ。）に特定配当等に係る所得

の明細に関する事項その他施行規則に定める事項の記載があ

るとき（特定配当等申告書にその記載がないことについてや

４ 前項の規定は、前年分の所得税に係る第３６条の３第１項

に規定する確定申告書に特定配当等に係る所得の明細に関す

る事項その他施行規則に定める事項の記載があるときは、当

該特定配当等に係る所得の金額については、適用しない。 



２ 

むを得ない理由があると町長が認めるときを含む。）は、当

該特定配当等に係る所得の金額については、適用しない。た

だし、第１号に掲げる申告書及び第２号に掲げる申告書がい

ずれも提出された場合におけるこれらの申告書に記載された

事項その他の事情を勘案して、この項の規定を適用しないこ

とが適当であると町長が認めるときは、この限りでない。 

（１） 第３６条の２第１項の規定による申告書  

（２） 第３６条の３第１項に規定する確定申告書（同項の

規定により前号に掲げる申告書が提出されたものとみなさ

れる場合における当該確定申告書に限る。） 

 

５ 略 ５ 略 

６ 前項の規定は、特定株式等譲渡所得金額に係る所得が生じ

た年の翌年の４月１日の属する年度分の特定株式等譲渡所得

金額申告書（町民税の納税通知書が送達される時までに提出

された次に掲げる申告書をいう。以下この項において同じ。）

に特定株式等譲渡所得金額に係る所得の明細に関する事項そ

の他施行規則に定める事項の記載があるとき（特定株式等譲

渡所得金額申告書にその記載がないことについてやむを得な

い理由があると町長が認めるときを含む。）は、当該特定株

式等譲渡所得金額に係る所得の金額については、適用しない。

ただし、第１号に掲げる申告書及び第２号に掲げる申告書が

いずれも提出された場合におけるこれらの申告書に記載され

た事項その他の事情を勘案して、この項の規定を適用しない

ことが適当であると町長が認めるときは、この限りでない。 

６ 前項の規定は、前年分の所得税に係る第３６条の３第１項

に規定する確定申告書に特定株式等譲渡所得金額に係る所得

の明細に関する事項その他施行規則に定める事項の記載があ

るときは、当該特定株式等譲渡所得金額に係る所得の金額に

ついては、適用しない。 
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（１） 第３６条の２第１項の規定による申告書  

（２） 第３６条の３第１項に規定する確定申告書（同項の

規定により前号に掲げる申告書が提出されたものとみなさ

れる場合における当該確定申告書に限る。） 

 

第３４条から第３４条の８まで 略 第３４条から第３４条の８まで 略 

（配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除） （配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除） 

第３４条の９ 所得割の納税義務者が、第３３条第４項に規定

する特定配当等申告書に記載した特定配当等に係る所得の金

額の計算の基礎となった特定配当等の額について法第２章第

１節第５款の規定により配当割額を課された場合又は同条第

６項に規定する特定株式等譲渡所得金額申告書に記載した特

定株式等譲渡所得金額に係る所得の金額の計算の基礎となっ

た特定株式等譲渡所得金額について同節第６款の規定により

株式等譲渡所得割額を課された場合には、当該配当割額又は

当該株式等譲渡所得割額に５分の３を乗じて得た金額を、第

３４条の３及び前３条の規定を適用した場合の所得割の額か

ら控除する。 

第３４条の９ 所得割の納税義務者が、第３３条第４項に規定

する確定申告書   に記載した特定配当等に係る所得の金

額の計算の基礎となった特定配当等の額について法第２章第

１節第５款の規定により配当割額を課された場合又は同条第

６項に規定する確定申告書         に記載した特

定株式等譲渡所得金額に係る所得の金額の計算の基礎となっ

た特定株式等譲渡所得金額について同節第６款の規定により

株式等譲渡所得割額を課された場合には、当該配当割額又は

当該株式等譲渡所得割額に５分の３を乗じて得た金額を、第

３４条の３及び前３条の規定を適用した場合の所得割の額か

ら控除する。 

２ 前項の規定により控除されるべき額で同項の所得割の額か

ら控除することができなかった金額があるときは、当該控除

することができなかった金額は、令第４８条の９の３から第

４８条の９の６までに定めるところにより、同項の納税義務

者に対しその控除することができなかった金額を還付し、又

は当該納税義務者の同項の申告書に係る年度分の個人の県民

税              若しくは町民税に充当し、

２ 前項の規定により控除されるべき額で同項の所得割の額か

ら控除することができなかった金額があるときは、当該控除

することができなかった金額は、令第４８条の９の３から第

４８条の９の６までに定めるところにより、同項の納税義務

者に対しその控除することができなかった金額を還付し、又

は当該納税義務者の同項の確定申告書に係る年の末日の属す

る年度の翌年度分の個人の県民税若しくは町民税に充当し、
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若しくは当該納税義務者の未納に係る徴収金に充当する。 若しくは当該納税義務者の未納に係る徴収金に充当する。 

３ 略 ３ 略 

第３５条及び第３６条 略 第３５条及び第３６条 略 

（町民税の申告） （町民税の申告） 

第３６条の２ 第２３条第１項第１号に掲げる者は、３月１５

日までに、施行規則第５号の４様式（別表）による申告書を

町長に提出しなければならない。ただし、法第３１７条の６

第１項又は第４項の規定により給与支払報告書又は公的年金

等支払報告書を提出する義務がある者から１月１日現在にお

いて給与又は公的年金等の支払を受けている者で前年中にお

いて給与所得以外の所得又は公的年金等に係る所得以外の所

得を有しなかったもの（公的年金等に係る所得以外の所得を

有しなかった者で社会保険料控除額（令第４８条の９の７に

規定するものを除く。）、小規模企業共済等掛金控除額、生

命保険料控除額、地震保険料控除額、勤労学生控除額、配偶

者特別控除額（所得税法第２条第１項第３３号の４に規定す

る源泉控除対象配偶者                 

                           

                           

                に係るものを除く。）若

しくは法第３１４条の２第４項に規定する扶養控除額の控除

又はこれらと併せて雑損控除額若しくは医療費控除額の控

除、法第３１３条第８項に規定する純損失の金額の控除、同

条第９項に規定する純損失若しくは雑損失の金額の控除若し

第３６条の２ 第２３条第１項第１号に掲げる者は、３月１５

日までに、施行規則第５号の４様式（別表）による申告書を

町長に提出しなければならない。ただし、法第３１７条の６

第１項又は第４項の規定により給与支払報告書又は公的年金

等支払報告書を提出する義務がある者から１月１日現在にお

いて給与又は公的年金等の支払を受けている者で前年中にお

いて給与所得以外の所得又は公的年金等に係る所得以外の所

得を有しなかったもの（公的年金等に係る所得以外の所得を

有しなかった者で社会保険料控除額（令第４８条の９の７に

規定するものを除く。）、小規模企業共済等掛金控除額、生

命保険料控除額、地震保険料控除額、勤労学生控除額、配偶

者特別控除額（所得割の納税義務者（前年の合計所得金額が

９００万円以下であるものに限る。）の法第３１４条の２第

１項第１０号の２に規定する自己と生計を一にする配偶者

（前年の合計所得金額が９５万円以下であるものに限る。）

で控除対象配偶者に該当しないものに係るものを除く。）若

しくは法第３１４条の２第４項に規定する扶養控除額の控除

又はこれらと併せて雑損控除額若しくは医療費控除額の控

除、法第３１３条第８項に規定する純損失の金額の控除、同

条第９項に規定する純損失若しくは雑損失の金額の控除若し
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くは第３４条の７の規定により控除すべき金額（以下この条

において「寄附金税額控除額」という。）の控除を受けよう

とするものを除く。以下この条において「給与所得等以外の

所得を有しなかった者」という。）及び第２４条第２項に規

定する者（施行規則第２条の２第１項の表の左欄の（２）に

掲げる者を除く。）については、この限りでない。 

くは第３４条の７の規定により控除すべき金額（以下この条

において「寄附金税額控除額」という。）の控除を受けよう

とするものを除く。以下この条において「給与所得等以外の

所得を有しなかった者」という。）及び第２４条第２項に規

定する者（施行規則第２条の２第１項の表の左欄の（２）に

掲げる者を除く。）については、この限りでない。 

２ 前項の規定により申告書を町長に提出すべき者のうち、前

年の合計所得金額が基礎控除額、配偶者控除額及び扶養控除

額の合計額以下である者（施行規則第２条の２第１項の表の

左欄に掲げる者を除く。）が提出すべき申告書の様式は、施

行規則第２条第４項ただし書の規定により、町長の定める様

式による。 

２ 前項の規定により申告書を町長に提出すべき者のうち、前

年の合計所得金額が基礎控除額、配偶者控除額及び扶養控除

額の合計額以下である者（施行規則第２条の２第１項の表の

左欄に掲げる者を除く。）が提出すべき申告書の様式は、施

行規則第２条第３項ただし書の規定により、町長の定める様

式による。 

３から９まで 略 ３から９まで 略 

第３６条の３ 略 第３６条の３ 略 

２ 前項本文の場合には、当該確定申告書に記載された事項（施

行規則第２条の３第１項に規定する事項を除く。）のうち法

第３１７条の２第１項各号又は第３項に規定する事項に相当

するもの及び次項の規定により附記された事項は、前条第１

項又は第３項から第５項までの規定による申告書に記載され

たものとみなす。 

２ 前項本文の場合には、当該確定申告書に記載された事項（施

行規則第２条の３第１項に規定する事項を除く。）のうち法

第３１７条の２第１項各号又は第３項に規定する事項に相当

するもの及び次項の規定により付記された事項は、前条第１

項又は第３項から第５項までの規定による申告書に記載され

たものとみなす。 

３ 第１項本文の場合には、確定申告書を提出する者は、当該

確定申告書に、施行規則第２条の３第２項各号に掲げる事項

を附記しなければならない。 

３ 第１項本文の場合には、確定申告書を提出する者は、当該

確定申告書に、施行規則第２条の３第２項各号に掲げる事項

を付記しなければならない。 

（個人の町民税に係る給与所得者の扶養親族申告書 ） （個人の町民税に係る給与所得者の扶養親族等申告書） 
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第３６条の３の２ 所得税法第１９４条第１項の規定により同

項に規定する申告書を提出しなければならない者（以下この

条において「給与所得者」という。）で町内に住所を有する

ものは、当該申告書の提出の際に経由すべき同項に規定する

給与等の支払者（以下この条において「給与支払者」という。）

から毎年最初に給与の支払を受ける日の前日までに、施行規

則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した申告書

を、当該給与支払者を経由して、町長に提出しなければなら

ない。 

第３６条の３の２ 所得税法第１９４条第１項の規定により同

項に規定する申告書を提出しなければならない者（以下この

条において「給与所得者」という。）で町内に住所を有する

ものは、当該申告書の提出の際に経由すべき同項に規定する

給与等の支払者（以下この条において「給与支払者」という。）

から毎年最初に給与の支払を受ける日の前日までに、施行規

則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した申告書

を、当該給与支払者を経由して、町長に提出しなければなら

ない。 

（１） 当該給与支払者の氏名又は名称 （１） 当該給与支払者の氏名又は名称 

 （２） 所得割の納税義務者（合計所得金額が１，０００万

円以下であるものに限る。）の自己と生計を一にする配偶

者（法第３１３条第３項に規定する青色事業専従者に該当

するもので同項に規定する給与の支払を受けるもの及び同

条第４項に規定する事業専従者に該当するものを除き、合

計所得金額が１３３万円以下であるものに限る。次条第１

項において同じ。）の氏名 

（２） 扶養親族の氏名 （３） 扶養親族の氏名 

（３） その他施行規則で定める事項 （４） その他施行規則で定める事項 

２から５まで 略 ２から５まで 略 

（個人の町民税に係る公的年金等受給者の扶養親族申告書

 ） 

（個人の町民税に係る公的年金等受給者の扶養親族等申告

書） 

第３６条の３の３ 所得税法第２０３条の６第１項の規定によ

り同項に規定する申告書を提出しなければならない者又は法

第３６条の３の３ 所得税法第２０３条の６第１項の規定によ

り同項に規定する申告書を提出しなければならない者又は法
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の施行地において同項に規定する公的年金等（所得税法第２

０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下この項に

おいて「公的年金等」という。）の支払を受ける者であって、

                           

                           

                           

                           

                           

             扶養親族（控除対象扶養親族 

                   を除く。）を有す

る者（以下この条において「公的年金等受給者」という。）

で町内に住所を有するものは、当該申告書の提出の際に経由

すべき所得税法第２０３条の６第１項に規定する公的年金等

の支払者（以下この条において「公的年金等支払者」という。）

から毎年最初に公的年金等の支払を受ける日の前日までに、

施行規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した

申告書を、当該公的年金等支払者を経由して、町長に提出し

なければならない。 

の施行地において同項に規定する公的年金等（所得税法第２

０３条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下この項に

おいて「公的年金等」という。）の支払を受ける者であって、

特定配偶者（所得割の納税義務者（合計所得金額が９００万

円以下であるものに限る。）の自己と生計を一にする配偶者

（退職手当等（第５３条の２に規定する退職手当等に限る。

以下この項において同じ。）に係る所得を有する者であって、

合計所得金額が９５万円以下であるものに限る。）をいう。

第２号において同じ。）又は扶養親族（控除対象扶養親族で

あって退職手当等に係る所得を有しない者を除く。）を有す

る者（以下この条において「公的年金等受給者」という。）

で町内に住所を有するものは、当該申告書の提出の際に経由

すべき所得税法第２０３条の６第１項に規定する公的年金等

の支払者（以下この条において「公的年金等支払者」という。）

から毎年最初に公的年金等の支払を受ける日の前日までに、

施行規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した

申告書を、当該公的年金等支払者を経由して、町長に提出し

なければならない。 

（１） 当該公的年金等支払者の名称 （１） 当該公的年金等支払者の名称 

 （２） 特定配偶者の氏名 

（２） 扶養親族の氏名 （３） 扶養親族の氏名 

（３） その他施行規則で定める事項 （４） その他施行規則で定める事項 

２から５まで 略  ２から５まで 略  

第３６条の４から第５３条の６まで 略 第３６条の４から第５３条の６まで 略 
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（特別徴収税額の納入の義務等） （特別徴収税額の納入の義務等） 

第５３条の７ 前条の特別徴収義務者は、退職手当等の支払を

する際、その退職手当等について分離課税に係る所得割を徴

収し、その徴収の日の属する月の翌月の１０日までに、施行

規則第５号の８様式                  

              による納入申告書を町長に提

出し、及びその納入金を町に納入しなければならない。 

第５３条の７ 前条の特別徴収義務者は、退職手当等の支払を

する際、その退職手当等について分離課税に係る所得割を徴

収し、その徴収の日の属する月の翌月の１０日までに、施行

規則第５号の８様式又は施行規則第２条第３項ただし書の規

定により総務大臣が定めた様式による納入申告書を町長に提

出し、及びその納入金を町に納入しなければならない。 

第５３条の７の２から第７３条まで 略 第５３条の７の２から第７３条まで 略 

（固定資産課税台帳の閲覧の手数料） （固定資産課税台帳の閲覧の手数料） 

第７３条の２ 法第３８２条の２に規定する固定資産課税台帳

（同条第１項ただし書の規定による措置を講じたものを含

む。）の閲覧の手数料                  

                           

   は、伊奈町手数料条例の規定より徴収する。ただし、

法第４１６条第３項又は第４１９条第８項の規定により公示

した期間において納税義務者の閲覧に供する場合にあって

は、手数料を徴しない。 

第７３条の２ 法第３８２条の２に規定する固定資産課税台帳

（同条第１項ただし書の規定による措置を講じたものを含

む。）の閲覧（法第３８２条の４に規定する固定資産課税台

帳に住所に代わる事項の記載をしたものの閲覧を含む。）の

手数料は、伊奈町手数料条例の規定より徴収する。ただし、

法第４１６条第３項又は第４１９条第８項の規定により公示

した期間において納税義務者の閲覧に供する場合にあって

は、手数料を徴しない。 

（固定資産課税台帳に記載されている事項の証明書の交付手

数料） 

（固定資産課税台帳に記載されている事項の証明書の交付手

数料） 

第７３条の３ 法第３８２条の３に規定する固定資産課税台帳

に記載されている事項の証明書（同条ただし書の規定による

措置を講じたものを含む。）の交付           

                           

       手数料は、伊奈町手数料条例の規定により徴

第７３条の３ 法第３８２条の３に規定する固定資産課税台帳

に記載されている事項の証明書（同条ただし書の規定による

措置を講じたものを含む。）の交付（法第３８２条の４に規

定する当該証明書に住所に代わる事項の記載をしたものの交

付を含む。）の手数料は、伊奈町手数料条例の規定により徴



９ 

収する。 収する。 

第７４条から第１４８条まで 略 第７４条から第１４８条まで 略 

附 則 附 則 

第１条から第７条の３まで 略 第１条から第７条の３まで 略 

第７条の３の２ 平成２２年度から令和１５年度までの各年度

分の個人の町民税に限り、所得割の納税義務者が前年分の所

得税につき租税特別措置法第４１条又は第４１条の２の２の

規定の適用を受けた場合（居住年が平成１１年から平成１８

年まで又は平成２１年から令和３年までの各年である場合に

限る。）において、前条第１項の規定の適用を受けないとき

は、法附則第５条の４の２第５項（同条第７項の規定により

読み替えて適用される場合を含む。）に規定するところによ

り控除すべき額を、当該納税義務者の第３４条の３及び第３

４条の６の規定を適用した場合の所得割の額から控除する。 

第７条の３の２ 平成２２年度から令和２０年度までの各年度

分の個人の町民税に限り、所得割の納税義務者が前年分の所

得税につき租税特別措置法第４１条又は第４１条の２の２の

規定の適用を受けた場合（居住年が平成１１年から平成１８

年まで又は平成２１年から令和７年までの各年である場合に

限る。）において、前条第１項の規定の適用を受けないとき

は、法附則第５条の４の２第５項（同条第７項の規定により

読み替えて適用される場合を含む。）に規定するところによ

り控除すべき額を、当該納税義務者の第３４条の３及び第３

４条の６の規定を適用した場合の所得割の額から控除する。 

２ 略 ２ 略 

第７条の４から第１６条の２まで 略 第７条の４から第１６条の２まで 略 

（上場株式等に係る配当所得等に係る町民税の課税の特例） （上場株式等に係る配当所得等に係る町民税の課税の特例） 

第１６条の３ 略 第１６条の３ 略 

２ 前項の規定のうち、租税特別措置法第８条の４第２項に規

定する特定上場株式等の配当等（以下この項において「特定

上場株式等の配当等」という。）に係る配当所得に係る部分

は、町民税の所得割の納税義務者が当該特定上場株式等の配

当等の支払を受けるべき年の翌年の４月１日の属する年度分

２ 前項の規定のうち、租税特別措置法第８条の４第２項に規

定する特定上場株式等の配当等（以下この項において「特定

上場株式等の配当等」という。）に係る配当所得に係る部分

は、町民税の所得割の納税義務者が前年分の所得税について

特定上場株式等の配当等に係る配当所得につき同条第１項の



１０ 

の町民税について特定上場株式等の配当等に係る配当所得に

つき前項の規定の適用を受けようとする旨の記載のある第３

３条第４項に規定する特定配当等申告書を提出した場合（次

に掲げる場合を除く。）に限り適用するものとし、町民税の

所得割の納税義務者が前年中に支払を受けるべき特定上場株

式等の配当等に係る配当所得について同条第１項及び第２項

並びに第３４条の３の規定の適用を受けた場合には、当該納

税義務者が前年中に支払を受けるべき他の特定上場株式等の

配当等に係る配当所得について、前項の規定は、適用しない。 

規定の適用を受けた場合に限り適用する。 

（１） 第３３条第４項ただし書の規定の適用がある場合  

（２） 第３３条第４項第１号に掲げる申告書及び同項第２

号に掲げる申告書がいずれも提出された場合におけるこれ

らの申告書に記載された事項その他の事情を勘案して、前

項の規定を適用しないことが適当であると町長が認めると

き。 

 

３ 略 ３ 略 

第１６条の４及び第１７条 略 第１６条の４及び第１７条 略 

（優良住宅地の造成等のための土地等を譲渡した場合の長期

譲渡所得に係る町民税の課税の特例） 

（優良住宅地の造成等のための土地等を譲渡した場合の長期

譲渡所得に係る町民税の課税の特例） 

第１７条の２ 略 第１７条の２ 略 

２ 略 ２ 略 

３ 第１項（前項において準用する場合を含む。）の場合にお

いて、所得割の納税義務者が、その有する土地等につき、租

３ 第１項（前項において準用する場合を含む。）の場合にお

いて、所得割の納税義務者が、その有する土地等につき、租



１１ 

税特別措置法第３３条から第３３条の４まで、第３４条から

第３５条の３まで、第３６条の２、第３６条の５、第３７条、

第３７条の４から第３７条の６まで、第３７条の８又は第３

７条の９の規定の適用を受けるときは、当該土地等の譲渡は、

第１項に規定する優良住宅地等のための譲渡又は前項に規定

する確定優良住宅地等予定地のための譲渡に該当しないもの

とみなす。 

税特別措置法第３３条から第３３条の４まで、第３４条から

第３５条の３まで、第３６条の２、第３６条の５、第３７条、

第３７条の４から第３７条の６まで又は第３７条の８   

    の規定の適用を受けるときは、当該土地等の譲渡は、

第１項に規定する優良住宅地等のための譲渡又は前項に規定

する確定優良住宅地等予定地のための譲渡に該当しないもの

とみなす。 

第１７条の３から第２０条まで 略 第１７条の３から第２０条まで 略 

（特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人の町民税の

課税の特例） 

（特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人の町民税の

課税の特例） 

第２０条の２ 略 第２０条の２ 略 

２及び３ 略 ２及び３ 略 

４ 前項後段の規定は、特例適用配当等に係る所得が生じた年

の翌年の４月１日の属する年度分の特例適用配当等申告書

（町民税の納税通知書が送達される時までに提出された次に

掲げる申告書をいう。以下この項において同じ。）に前項後

段の規定の適用を受けようとする旨の記載があるとき（特例

適用配当等申告書にその記載がないことについてやむを得な

い理由があると町長が認めるときを含む。）に限り、適用す

る。ただし、第１号に掲げる申告書及び第２号に掲げる申告

書がいずれも提出された場合におけるこれらの申告書に記載

された事項その他の事情を勘案して、同項後段の規定を適用

しないことが適当であると町長が認めるときは、この限りで

ない。 

４ 前項後段の規定は、特例適用配当等に係る所得が生じた年

分の所得税に係る第３６条の３第１項に規定する確定申告書

に前項後段の規定の適用を受けようとする旨の記載があると

きに限り、適用する。 



１２ 

（１） 第３６条の２第１項の規定による申告書  

（２） 第３６条の３第１項に規定する確定申告書（同項の

規定により前号に掲げる申告書が提出されたものとみなさ

れる場合における当該確定申告書に限る。） 

 

５ 略 ５ 略 

（条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人の町民税の

課税の特例） 

（条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人の町民税の

課税の特例） 

第２０条の３ 略 第２０条の３ 略 

２及び３ 略 ２及び３ 略 

４ 前項後段の規定は、条約適用配当等に係る所得が生じた年

の翌年の４月１日の属する年度分の条約適用配当等申告書

（町民税の納税通知書が送達される時までに提出された次に

掲げる申告書をいう。以下この項において同じ。）に前項後

段の規定の適用を受けようとする旨の記載があるとき（条約

適用配当等申告書にその記載がないことについてやむを得な

い理由があると町長が認めるときを含む。）に限り、適用す

る。ただし、第１号に掲げる申告書及び第２号に掲げる申告

書がいずれも提出された場合におけるこれらの申告書に記載

された事項その他の事情を勘案して、同項後段の規定を適用

しないことが適当であると町長が認めるときは、この限りで

ない。 

４ 前項後段の規定は、条約適用配当等に係る所得が生じた年

分の所得税に係る第３６条の３第１項に規定する確定申告書

に前項後段の規定の適用を受けようとする旨の記載があると

きに限り、適用する。 

（１） 第３６条の２第１項の規定による申告書  

（２） 第３６条の３第１項に規定する確定申告書（同項の  



１３ 

規定により前号に掲げる申告書が提出されたものとみなさ

れる場合における当該確定申告書に限る。） 

５ 略 ５ 略 

６ 租税条約等実施特例法第３条の２の２第１項の規定の適用

がある場合（第３項後段の規定の適用がある場合を除く。）

における第３４条の９の規定の適用については、同条第１項

中「又は同条第６項」とあるのは「若しくは附則第２０条の

３第３項前段に規定する条約適用配当等（以下「条約適用配

当等」という。）に係る所得が生じた年の翌年の４月１日の

属する年度分の同条第４項に規定する条約適用配当等申告書

にこの項の規定の適用を受けようとする旨及び当該条約適用

配当等に係る所得の明細に関する事項の記載がある場合（条

約適用配当等申告書にこれらの記載がないことについてやむ

を得ない理由があると町長が認めるときを含む。）であって、

当該条約適用配当等に係る所得の金額の計算の基礎となった

条約適用配当等の額について租税条約等の実施に伴う所得税

法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和４４

年法律第４６号。以下「租税条約等実施特例法」という。）

第３条の２の２第１項の規定及び法第２章第１節第５款の規

定により配当割額を課されたとき、又は第３３条第６項」と、

同条第３項中「法第３７条の４」とあるのは「租税条約等実

施特例法第３条の２の２第９項の規定により読み替えて適用

される法第３７条の４」とする。 

６ 租税条約等実施特例法第３条の２の２第１項の規定の適用

がある場合（第３項後段の規定の適用がある場合を除く。）

における第３４条の９の規定の適用については、同条第１項

中「又は同条第６項」とあるのは「若しくは附則第２０条の

３第３項前段に規定する条約適用配当等（以下「条約適用配

当等」という。）に係る所得が生じた年分の所得税に係る 

       同条第４項に規定する確定申告書にこの項 

    の規定の適用を受けようとする旨及び当該条約適用

配当等に係る所得の明細に関する事項の記載がある場合  

                           

                       であって、

当該条約適用配当等に係る所得の金額の計算の基礎となった

条約適用配当等の額について租税条約等の実施に伴う所得税

法、法人税法及び地方税法の特例等に関する法律（昭和４４

年法律第４６号。以下「租税条約等実施特例法」という。）

第３条の２の２第１項の規定及び法第２章第１節第５款の規

定により配当割額を課されたとき、又は第３３条第６項」と、

同条第３項中「法第３７条の４」とあるのは「租税条約等実

施特例法第３条の２の２第９項の規定により読み替えて適用

される法第３７条の４」とする。 

第２１条から第２５条まで 略 第２１条から第２５条まで 略 



１４ 

（新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別税額

控除の特例） 

 

第２６条 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コ

ロナウイルス感染症特例法第６条第４項の規定の適用を受け

た場合における附則第７条の３の２第１項の規定の適用につ

いては、同項中「令和１５年度」とあるのは、「令和１６年

度」とする。 

 

２ 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロナウ

イルス感染症特例法第６条の２第１項の規定の適用を受けた

場合における附則第７条の３の２第１項の規定の適用につい

ては、同項中「令和１５年度」とあるのは「令和１７年度」

と、「令和３年」とあるのは「令和４年」とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１５ 

伊奈町税条例の一部を改正する条例 新旧対照表（第２条関係） 

改正前 改正後 

伊奈町税条例（昭和２９年条例第２０号）の一部を次のよう 

に改正する。 

第２４条第２項中「及び扶養親族」の次に「（年齢１６歳  

未満の者及び控除対象扶養親族に限る。以下この項において 

同じ。）」を加える。 

  第３６条の３の３第１項中「控除対象扶養親族を除く」を 

「年齢１６歳未満の者                   

  に限る」に改める。 

  附則第５条第１項中「及び扶養親族」の次に「（年齢１６

歳未満の者及び控除対象扶養親族に限る。以下この項におい

て同じ。）」を加える。 

  附則第６条中「令和４年度」を「令和９年度」に改める。 

伊奈町税条例（昭和２９年条例第２０号）の一部を次のよう 

に改正する。 

第２４条第２項中「及び扶養親族」の次に「（年齢１６歳  

未満の者及び控除対象扶養親族に限る。以下この項において 

同じ。）」を加える。 

  第３６条の３の３第１項中「扶養親族（」の次に「年齢１

６歳未満の者又は」を加え、「有しない者を除く」を「有す

る者に限る」に改める。 

  附則第５条第１項中「及び扶養親族」の次に「（年齢１６

歳未満の者及び控除対象扶養親族に限る。以下この項におい

て同じ。）」を加える。 

  附則第６条中「令和４年度」を「令和９年度」に改める。 

 



第５７号議案  

伊奈町立保育所設置及び管理条例の一部を改正する条例 

伊奈町立保育所設置及び管理条例（平成１０年条例第１０号）の一部を 

次のように改正する。 

第５条第１項を次のように改める。 

保育所の開所時間は、次の各号に掲げる曜日の区分に応じ、当該各号

に定めるところによる。 

（１）  月曜日から金曜日まで 午前７時から午後７時まで 

（２）  土曜日 午前７時３０分から午後６時３０分まで 

附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

令和４年９月６日提出 

                      伊奈町長 大 島  清 

 

 

 

 

 

 

 

提 案 理 由 

町立保育所の利用者の利便性を向上させるため、開所時間を延長したい

ので、この案を提出するものである。 



第５７号議案 参考資料 

 

伊奈町立保育所設置及び管理条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

第１条から第４条まで 略 第１条から第４条まで 略 

（開所時間） （開所時間） 

第５条 保育所の開所時間は、月曜日から土曜日までの午前７

時３０分から午後６時３０分までとする。 

第５条 保育所の開所時間は、次の各号に掲げる曜日の区分に

応じ、当該各号に定めるところによる。 

（１）  月曜日から金曜日まで 午前７時から午後７時まで 

（２） 土曜日 午前７時３０分から午後６時３０分まで 

２ 前項の規定にかかわらず、特別の事情があるときは、町長

は、保育所の開所時間を変更することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、特別の事情があるときは、町長

は、保育所の開所時間を変更することができる。 

第６条から第８条まで 略 第６条から第８条まで 略 

 














































